
2025年度以降の広域予備率に基づく需給運用について

２０２５年３月１９日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会事務局

第107回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料３



はじめに 2

◼ 2024年度当初の需給運用において、広域予備率の低下（特に週間予備率の低下）や予備率低下時の追加供
給力対策（発動指令電源の発動など）が頻発するなどの課題が生じた。

◼ 本課題について、国と連携しつつ、運用方法の見直しなどの暫定対策の整備を行った。

◼ 本日は冬季の運用状況を報告するとともに、2025年度以降の当面の対応方針や今後の検討課題について、ご議
論いただきたい。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf
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2024年度冬季に向けた暫定対策について 4

◼ 広域予備率の状況に基づく需給運用の４つの課題のうち①②④に対して、第103回の調整力等委にて報告したと
おり、2024年度冬季に向けた暫定対策を下表のように整理。

◼ 本項では、これら暫定対策①②④について、今冬の運用状況を報告する。

No. 検討課題 暫定対策

① 予備率算定の考え方
✓週間・翌々日の広域予備率の算定において、需給調整市場の調達不足分や市場取引前の三次②の想
定必要量に対して、余力活用電源の対応可能量を供給力に計上する

② 揚水発電の余力活用
✓需給調整市場での調達不足時に余力活用電源の追加起動を行ってもなお調整力必要量を充足できな
い場合には一時的なTSO運用を行うことを認める

④
追加供給力対策の

実施順位
✓発動指令電源を5%未満で実施することに加えて、揚水発電の運用切り替え、余力活用電源の追加起
動を8%未満、オーバーパワー運転等を5%未満で実施する



各暫定対策の運用開始時期(評価対象期間) 5

◼ これまでに整理した暫定対策のうち、週間予備率の見直しおよび調整力不足時の揚水発電の一時的な運用主体
の変更については、ツール対応や調整力提供事業者との協議等の準備期間が必要であった。

◼ そのため、④以外はそれぞれ以下の日程で運用の見直しを行っている。（広域機関HPでも公表済み）

➢ （①）週間・翌々日計画予備率の見直し：2025年1月9日公表分の週間計画および翌々日計画より実施

➢ （②）調整力不足時の揚水発電の一時的な運用主体の変更：2025年1月6日公表分より実施
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【暫定対策①】調整力必要量の供給力計上による週間計画の広域予備率に対する効果 6

◼ 運用開始後（実需給日1/11～3/8）の週間予備率の公表において、暫定対策①※による供給力計上の実施回
数が多い２エリアの属する広域ブロックの予備率への影響をそれぞれ確認したところ、東北エリアの属する広域ブロック
が平均1.0%pt、中部エリアの属する広域ブロックが2.0%ptの予備率が上昇していた。

◼ この対策を適用しない場合に広域予備率が8%未満となるコマは2/5（最小予備率時）と3/4（最大需要時およ
び最小予備率時）であり、3/4の最大需要コマは対策を実施してもなお広域予備率8％未満であった。

※BGの起動予定の電源のみで、調整力必要量の充足が見込まれる場合は、実施しない

（3/4最大需要時）
調整力必要量の供給力計上による広域予備率への影響

調整力必要量の供給力計上実施日の広域予備率への影響
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【暫定対策②】翌日計画にて調整力不足時の揚水の余力活用による調整力確保状況 7

◼ 運用開始後（実需給日1/7～3/8）、東京、北陸および中国エリアのみ余力活用電源の追加起動をしても、調整
力不足となるコマが合計で159コマあった。

◼ そのコマのうち、揚水発電機の運用切替※を実施しても、東京エリアでは約2割、北陸エリアでは約7割、中国エリアで
は全コマ調整力が未充足であった。

◼ なお、この対応の予備率への影響を確認したところ、広域予備率は東京エリアの属する広域ブロックで2.5%pt、北
陸エリアの属する広域ブロックで0.1％pt、エリア予備率は東京エリアで平均4.5%pt、北陸エリアで平均1.2%pt上
昇していた。（中国エリアでは、3/4のみ揚水切替を実施したが、効果量は無かった）

揚水発電機の運用切替による調整力確保状況

１５９コマ
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揚水
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【暫定対策④】追加供給力対策の順位変更後の発動状況 8

◼ 運用開始後（12/1～3/8）において、追加供給力対策の発動回数は、多くのエリアで揚水発電機の運用切替の
みであった。

◼ また、発動指令電源の発動基準を8%から5%に変更したこともあり、夏季のように発動指令電源を高頻度で発動す
ることもなかった。

項目 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

8%
対策

揚水発電機の
運用切り替え

２ ０ ０ 3 4 3 3 1 １

安定電源への
電気の供給指示

１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

余力活用電源の
追加起動

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

5%
対策

発動指令電源の
発動

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

増出力運転
（オーバーパワー運転等）

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０



（参考）至近の需要動向について 9

◼ 12月～3月の需要実績は以下のとおりであり、一部エリアでは厳気象H1想定程度の需要実績もあった。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

12月
最大実績

495
(▲10)

1,338
(▲61)

4,469
(▲124)

2,099
(▲161)

479
(▲9)

2,227
(▲127)

954
(▲111)

413
(▲84)

1,334
(▲216)

厳気象H1想定 505 1,399 4,593 2,260 488 2,354 1,065 497 1,550 

1月
最大実績

505
(▲64)

1,373
(▲125)

4,570
(▲849)

2,371
(▲66)

500
(▲33)

2,507
(▲15)

1,032
(▲51)

481
(▲16)

1,519
(▲97)

厳気象H1想定 569 1,498 5,419 2,437 533 2,522 1,083 497 1,616 

2月
最大実績

486
(▲83)

1,433
(▲33)

4,600
(▲819)

2,285
(▲152)

520
(▲13)

2,467
(▲55)

1,043
(▲40)

462
(▲35)

1,550
(▲66)

厳気象H1想定 569 1,466 5,419 2,437 533 2,522 1,083 497 1,616 

3月
最大実績

453
(▲53)

1,273
(11)

4,837
(35)

2,093
(▲43)

441
(▲6)

2,276
(96)

898
(▲20)

401
(▲16)

1,193
(▲172)

厳気象H1想定 506 1,262 4,802 2,136 447 2,180 918 417 1,365 

単位:万kW

各月の最大実績は、広域機関HP系統情報サービスをもとに作成
括弧内の数値は厳気象H1想定との差分
3月実績は3/1～3/8での最大値
冬季厳気象H1想定はエリア間の不等時性を考慮しない数値
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2025年度以降の運用方針について 11

◼ 暫定対策の運用開始以降、需給状況は安定的であり現状において暫定対策の見直しも含めて、速やかに検討を
行うべき課題は顕在化していない。

➢ 暫定対策①②：ΔkW不足を主要因として広域予備率8%未満となった実績はなかったことに加えて、広域予備
率上昇に効果があることを確認した

➢ 暫定対策④：発動指令電源の発動回数が徒に増加することはなかった

◼ そのため、2025年度以降も、当面は現状の暫定対策を継続することにし、今後の夏季の重負荷期等の状況など
を確認しつつ、必要に応じて更なる対応策の検討を行うことでどうか。

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年11月26日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_103_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_103_02.pdf
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今後の検討課題について 13

◼ 前述の通り、 2025年度以降も当面は現状の暫定対策を継続し、今後の夏季の重負荷期等の状況などを確認し
つつ、必要に応じて更なる対応策（暫定対策の見直し要否）の検討を行っていく。

◼ さらに、これまで本委員会でいただいたご意見や、関連する各種制度（インバランス料金制度、需給調整市場の制
度変更等）の議論状況を踏まえつつ、国とも連携して、広域予備率に基づく需給運用の恒久的な対応についても
合わせて検討を進めていくことにしたい。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）＜①③に係る議論状況＞2026年度以降の週間時点での電源起動 14

◼ 需給調整市場では、現在、一次～三次①ならびに複合商品について週間断面で取引を行っているが、2026年度
より前日断面に変更する予定である。

◼ 前日取引は前日14時頃に約定処理が行われるため、この時点から電源の起動指令を行っても当日0時まで間に合
わないことがありえる。

◼ これを踏まえて、2026年度の前日取引化以降のロング機の起動の仕組みは、調整力不足・供給力不足の両方に
対応した余力の特別対応（スポット市場以前のTSOによる電源起動）に期待するものと整理された。

出所）第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月26日開催）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_52_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_52_04.pdf


（参考）＜①④に係る議論状況＞インバランス料金制度 15

◼ インバランス料金の動向、広域予備率低下時のBGの行動分析などをもとに、補正インバランス料金（C値およびD
値）などの検討が行われている。

出所）第6回制度設計・監視専門会合（2025年2月28日開催）資料5
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/006_05_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/006_05_00.pdf


（参考）＜②に係る議論状況＞揚水発電等の余力範囲 16

◼ 需給調整市場における制度的な供出義務化（制度的措置）の検討が行われており、その中で、揚水発電や蓄電
池における余力の基本的な考え方などの検討も進められている。

出所）第53回需給調整市場検討小委員会(2025.1.24)資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_53_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_53_02.pdf
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まとめ 18

◼ 広域予備率の状況に基づく需給運用の課題について、暫定対策の運用状況を報告するとともに、2025年度以降
の当面の対応方針や今後の課題検討の進め方について整理を行った。

◼ 暫定対策の導入以降、需給状況は安定的であり現状において速やかに検討を行うべき課題は顕在化していない。

◼ そのため、2025年度以降についても、当面は現状の暫定対策を継続することにし、夏季の重負荷期等の状況な
どを確認しつつ、必要に応じて更なる対応策の検討を行うことでどうか。

◼ これまで本員会でいただいたご意見や、関連する各種制度（インバランス料金制度、需給調整市場の制度変更
等）の議論状況を踏まえつつ、国とも連携して、広域予備率に基づく需給運用の恒久的な対応についても検討を進
めていくことにしたい。
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（参考）広域予備率に係る情勢変化を踏まえた検討の全体像 20

◼ 制度設計当初の考え方を踏まえつつ、足元の状況をもとに、各課題の整理を行うことにした。

出所）第100回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月3日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_100_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_100_02.pdf


（参考）運用実績の分析について 21

◼ 2024年度以降、広域予備率が従来より低水準であった要因分析のために、運用実績の分析を行った。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）運用実績の分析結果概要について 22

◼ 運用実績の分析結果を元に、広域予備率が低水準となっていた要因の抽出や、低予備率（8%未満）発生時に
各事業者がどのような行動をとっていると想定されるか評価を行った。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）検討課題について 23

◼ 運用実績の分析結果を元に、4点の検討課題の整理を進めることとし、特に①・②・④については短期的な暫定対
策を早期に整備することとした。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）課題①：予備率算定の考え方 24

◼ 週間・翌々日計画の広域予備率低下の一因として、翌日・当日計画と異なり、需給調整市場での調達未達分およ
び取引前の商品（前日市場で取引する三次②）に相当する供給力の一部が計上されていない点があった。

◼ そのため、実需給に向けて電源追加起動等により確保する見込みの余力や前日市場での取引見込み分などについ
ても、あらかじめ週間・翌々日計画時点において供給力として計上することにして、週間から当日にかけて一定程度
連続性のある広域予備率となるように運用見直しを行うことにした。

出所）第102回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年10月23日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf


（参考）②揚水発電の余力活用 25

◼ 2024年度より、平常時においては揚水発電の池水位の管理は揚水事業者（調整力提供者）が行い、需給ひっ
迫時や再エネ余剰時等の緊急時に限り一般送配電事業者が池水位の管理を行うことに制度変更が行われた。

◼ 一部においては、平常時における揚水事業者から一般送配電事業者への揚水池余力の供出が限定的となり、その
影響を受けて、一般送配電事業者は揚水発電以外（火力等）で最大限余力を確保しても調整力必要量を充足
できない事象が生じていた。また、この点は、広域予備率低下の一因ともなっていた。

◼ そのため、調整力不足時の揚水発電の余力活用の仕組みの整備を電力・ガス取引監視等委員会と連携して検討
することにした。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2024年9月30日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/
chousei_101_01.pdf

出所）第102回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2024年10月23日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files
/chousei_102_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf


（参考）②揚水発電の余力活用 26

◼ 第3回制度設計・監視専門会合において、一定の条件のもとで、調整力不足時においても、揚水発電の一時的な
TSO運用を実施することを認めることが整理された。

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年11月26日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_103_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_103_02.pdf


（参考）④追加供給力対策の実施順位 27

◼ 低予備率（8%未満）が多発したため、発動回数に制約のある発動指令電源や、発動にあたって機器的な制約が
ある増出力運転（火力等のオーバーパワー運転・ピークモード運転）の発動回数が多くなる課題が生じていた。

◼ 現行の市場メカニズムによる需給対応を基本としつつ、足元の運用実態も考慮して、暫定的な対応として、追加供
給力対策の実施順位（発動判断する予備率の基準）の見直しを行った。

出所）第102回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年10月23日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf

